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議案第５８号  

羽生市税条例等の一部を改正する条例  

（羽生市税条例の一部改正）  

第１条 羽生市税条例（昭和３０年条例第７号）の一部を次のように

改正する。  

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては

「改正前部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。  

（１）  改正前部分及びそれに対応する改正後部分が存在すると

きは、当該改正前部分を当該改正後部分に改める。  

（２）  改正前部分のみ存在するときは、当該改正前部分を削る。  

（３） 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改  正  後  改  正  前  

目次  

第１章・第２章  （略）  

第３章  目的税  

第１節  入 湯 税 （第１１３条―

第１２１条）  

附則  

目次  

第１章・第２章  （略）  

第３章  目的税  

第１節  入 湯 税 （第１１３条―

第１２０条）  

附則  

（個人の市民税の非課税の範囲）  （個人の市民税の非課税の範囲）  

第２４条  略  第２４条  略  

２  法の施行地に住所を有する者で

均 等 割 の み を 課 す べ き も の の う

ち 、前年 の合計 所得 金額が ２８万

円 にその 者の同 一生 計配偶 者及び

扶 養親族 （年齢 １６ 歳未満 の者及

び 控除対 象扶養 親族 に限る 。以下

この項において同じ。）の数に１を

加 えた数 を乗じ て得 た金額 に１０

万 円を加 算した 金額 （その 者が同

一 生計配 偶者又 は扶 養親族 を有す

る 場 合 に は 、 当 該 金 額 に １ ６ 万

８ ，００ ０円を 加算 した金 額）以

下 である 者に対 して は、均 等割を

課さない。  

２  法の施行地に住所を有する者で

均 等 割 の み を 課 す べ き も の の う

ち 、前年 の合計 所得 金額が ２８万

円 にその 者の同 一生 計配偶 者及び

扶 養親族 の数に １を 加えた 数を乗

じ て得た 金額に １０ 万円を 加算し

た 金額（ その者 が同 一生計 配偶者

又 は扶養 親族を 有す る場合 には、

当 該金額 に１６ 万８ ，００ ０円を

加 算した 金額） 以下 である 者に対

しては、均等割を課さない。  
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（ 個人の 市民税 に係 る公的 年金等

受給者の扶養親族申告書）  

（ 個人の 市民税 に係 る公的 年金等

受給者の扶養親族申告書）  

第３６条の３の３ 所得税法第２０３

条 の６第 １項の 規定 により 同項に

規 定する 申告書 を提 出しな ければ

な らない 者又は 法の 施行地 におい

て 同項に 規定す る公 的年金 等（所

得 税法第 ２０３ 条の ７の規 定の適

用 を受け るもの を除 く。以 下この

項 に お い て 「 公 的 年 金 等 」 と い

う。）の支払を受ける者であって、

扶 養親族 （年齢 １６ 歳未満 の者に

限る。）を有する者（以下この条に

お いて「 公的年 金等 受給者 」とい

う 。） で 市 内 に 住 所 を 有 す る も の

は 、当該 申告書 の提 出の際 に経由

す べき所 得税法 第２ ０３条 の６第

１ 項に規 定する 公的 年金等 の支払

者 （以下 この条 にお いて「 公的年

金等支払者」という。）から毎年最

初 に公的 年金等 の支 払を受 ける日

の 前日ま でに、 施行 規則で 定める

と ころに より、 次に 掲げる 事項を

記 載した 申告書 を、 当該公 的年金

等 支払者 を経由 して 、市長 に提出

しなければならない。  

第３６条の３の３ 所得税法第２０３

条 の６第 １項の 規定 により 同項に

規 定する 申告書 を提 出しな ければ

な らない 者又は 法の 施行地 におい

て 同項に 規定す る公 的年金 等（所

得 税法第 ２０３ 条の ７の規 定の適

用 を受け るもの を除 く。以 下この

項 に お い て 「 公 的 年 金 等 」 と い

う。）の支払を受ける者であって、

扶 養親族 （控除 対象 扶養親 族を除

く。）を有する者（以下この条にお

い て 「 公 的 年 金 等 受 給 者 」 と い

う 。） で 市 内 に 住 所 を 有 す る も の

は 、当該 申告書 の提 出の際 に経由

す べき所 得税法 第２ ０３条 の６第

１ 項に規 定する 公的 年金等 の支払

者 （以下 この条 にお いて「 公的年

金等支払者」という。）から毎年最

初 に公的 年金等 の支 払を受 ける日

の 前日ま でに、 施行 規則で 定める

と ころに より、 次に 掲げる 事項を

記 載した 申告書 を、 当該公 的年金

等 支払者 を経由 して 、市長 に提出

しなければならない。  

（１）～（３）  略  （１）～（３）  略  

２～５  （略）  ２～５  （略）  

（納税証明書の交付手数料）  （納税証明書の交付手数料）  

第１８条の４  （略）  第１８条の４  （略）  

２  前 項の納税証明書の交付手数料

は 、 羽 生 市 事 務 手 数 料 徴 収 条 例

（平成１３年条例第３４号 ）によ

り徴収する。  

２  前 項の納税証明書の交付手数料

は 、 羽 生 市 事 務 手 数 料 徴 収 条 例

（平成１２年条例第７号）により

徴収する。  

３  （略）  ３  （略）  

附  則  附  則  

（適用区分）  （適用区分）  

第２条 地方自治法施行令（昭和２２

年政令第１６号）第３条に基づい

て 施 行 し た 従 前 の 羽 生 市 税 条 例

は、これを廃止する。  

第２条  地 方自治法施行令第３条に

基づいて施行した従前の羽生市税

条例は、これを廃止する。  

（ 個人の 市民税 の所 得割の 非課税 （ 個人の 市民税 の所 得割の 非課税
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の範囲等）  の範囲等）  

第５条  当分の間、市民税の所得割

を 課すべ き者の うち 、その 者の前

年 の所得 につい て第 ３３条 の規定

に より算 定した 総所 得金額 、退職

所 得金額 及び山 林所 得金額 の合計

額 が、３ ５万円 にそ の者の 同一生

計 配偶者 及び扶 養親 族 （年 齢１６

歳 未満の 者及び 控除 対象扶 養親族

に 限 る 。 以 下 こ の 項 に お い て 同

じ。）の数に１を加えた数を乗じて

得 た金額 に１０ 万円 を加算 した金

額 （その 者が同 一生 計配偶 者又は

扶 養親族 を有す る場 合には 、当該

金 額に３ ２万円 を加 算した 金額）

以 下であ る者に 対し ては、 第２３

条 第１項 の規定 にか かわら ず、市

民 税の所 得割（ 分離 課税に 係る所

得割を除く。）を課さない。  

第５条  当分の間、市民税の所得割

を 課すべ き者の うち 、その 者の前

年 の所得 につい て第 ３３条 の規定

に より算 定した 総所 得金額 、退職

所 得金額 及び山 林所 得金額 の合計

額 が、３ ５万円 にそ の者の 同一生

計 配偶者 及び扶 養親 族の数 に１を

加 えた数 を乗じ て得 た金額 に１０

万 円を加 算した 金額 （その 者が同

一 生計配 偶者又 は扶 養親族 を有す

る 場合に は、当 該金 額に３ ２万円

を 加算し た金額 ）以 下であ る者に

対 しては 、第２ ３条 第１項 の規定

に か か わ ら ず 、 市 民 税 の 所 得 割

（分離課税に係る所得割を除く。）

を課さない。  

２・３  （略）  ２・３  （略）  

（ 特定一 般用医 薬品 等購入 費を支

払った場合の医療費控除の特例）  

（ 特定一 般用医 薬品 等購入 費を支

払った場合の医療費控除の特例）  

第５条の２  平成３０年度から令和

９ 年度ま での各 年度 分の個 人の市

民 税に限 り、法 附則 第４条 の４第

３ 項の規 定に該 当す る場合 におけ

る 第３４ 条の２ の規 定によ る控除

に つ い て は 、 そ の 者 の 選 択 に よ

り 、同条 中「同 条第 １項」 とある

の は 「 同 条 第 １ 項 （ 第 ２ 号 を 除

く。）」と、「まで」とあるのは「ま

で 並びに 法附則 第４ 条の４ 第３項

の 規定に より読 み替 えて適 用され

る 法第３ １４条 の２ 第１項 （第２

号に係る部分に限る 。）」として、

同 条の規 定を適 用す ること ができ

る。  

第５条の２  平成３０年度から令和

４ 年度ま での各 年度 分の個 人の市

民 税に限 り、法 附則 第４条 の４第

３ 項の規 定に該 当す る場合 にお け

る 第３４ 条の２ の規 定によ る控除

に つ い て は 、 そ の 者 の 選 択 に よ

り 、同条 中「同 条第 １項」 とある

の は 「 同 条 第 １ 項 （ 第 ２ 号 を 除

く。）」と、「まで」とあるのは「ま

で 並びに 法附則 第４ 条の４ 第３項

の 規定に より読 み替 えて適 用され

る 法第３ １４条 の２ 第１項 （第２

号に係る部分に限る 。）」として、

同 条の規 定を適 用す ること ができ

る。  

（ 法附則 第１５ 条第 ２項第 １号等

の条例で定める割合）  

（ 法附則 第１５ 条第 ２項第 １号等

の条例で定める割合）  

第１３条の２  （略）  第１３条の２  （略）  

２～２３  （略）  ２～２３  （略）  

２４  法 附則第１５条第４６項に規  
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定 する市 町村の 条例 で定め る割合

は、３分の１とする。  

２５  （略）  ２４  （略）  

２６  法 附則第６４条に規定する市

町 村 の 条 例 で 定 め る 割 合 は 、 ０

（ 生産性 の向上 に重 点的に 取り組

む べき業 種とし て同 意導入 促進基

本 計 画 （ 中 小 企 業 等 経 営 強 化 法

（平成１１年法律第１８号）第５０

条 第２項 に規定 する 同意導 入促進

基本計画をいう。）に定める業種に

属 する事 業の用 に供 する法 附則第

６ ４条に 規定す る特 例対象 資産に

あっては、０）とする。  

２５  法 附則第６４条に規定する市

町 村 の 条 例 で 定 め る 割 合 は 、 ０

とする。  

  

 （羽生市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）  

第２条 羽生市税条例等の一部を改正する条例（令和２年条例第２０

号）の一部を次のように改正する。  

 第２条中第４８条の改正を次のように改める。  

（法人の市民税の申告納付）  （法人の市民税の申告納付）  

第４８条  市 民税を申告納付する義

務 がある 法人は 、法 第３２ １条の

８ 第１項 、第２ 項、 第３１ 項、第

３ ４項及 び第３ ５項 の規定 による

申 告書（ 第９項 、第 １０項 及び第

１ ２項に おいて 「納 税申告 書」と

い う 。 ） を 、 同 条 第 １ 項 、 第 ２

項 、第３ １項及 び第 ３５項 の申告

納 付にあ っては それ ぞれこ れらの

規 定によ る納期 限ま でに、 同条第

３ ４項の 申告納 付に あって は遅滞

な く市長 に提出 し、 及びそ の申告

に 係る税 金又は 同条 第１項 後段及

び 第２項 後段 の 規定 により 提出が

あ ったも のとみ なさ れる申 告書に

係 る税金 を施行 規則 第２２ 号の４

様 式によ る納付 書に より納 付しな

ければならない。  

第４８条  市 民税を申告納付する義

務 がある 法人は 、法 第３２ １条の

８第１項、第２項、第４項、第１９

項 、第２ ２項及 び第 ２３項 の規定

に よる申 告書（ 第１ ０項、 第１１

項 及び第 １３項 にお いて「 納税申

告 書 」 と い う 。 ） を 、 同 条 第 １

項 、第２ 項、第 ４項 、第１ ９項及

び 第２３ 項の申 告納 付にあ っては

そ れぞれ これら の規 定によ る納期

限 までに 、同条 第２ ２項 の 申告納

付 にあっ ては遅 滞な く市長 に提出

し 、及び その申 告に 係る税 金又は

同 条第１ 項後段 及び 第３項 の規定

に より提 出があ った ものと みなさ

れ る申告 書に係 る税 金を施 行規則

第 ２２号 の４様 式に よる納 付書に

より納付しなければならない。  

２  法の施行地に本店又は主たる事

務 所若し くは事 業所 を有す る法人

２  法の施行地に本店又は主たる事

務 所若し くは事 業所 を有す る法人
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（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 内 国 法

人 」とい う。） が、 租税特 別措置

法 第６６ 条の７ 第４ 項及び 第１０

項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に

は 、法第 ３２１ 条の ８第３ ６項 及

び 令第４ ８条の １２ の２の 規定に

よ り控除 すべき 額を 前項の 規定に

よ り申告 納付す べき 法人税 割額か

ら控除する。  

（ 以 下 こ の 条 に お い て 「 内 国 法

人 」とい う。） が、 租税特 別措置

法 第６６ 条の７ 第５ 項及び 第１１

項 又は第 ６８条 の９ １第４ 項及び

第 １０項 の規定 の適 用を受 ける場

合 には、 法第３ ２１ 条の８ 第２４

項 及び令 第４８ 条の １２ の ２の規

定 により 控除す べき 額を前 項の規

定 により 申告納 付す べき法 人税割

額から控除する。  

３  内 国法人が、租税特別措置法 第

６ ６条の ９の３ 第３ 項及び 第９項

の 規定の 適用を 受け る場合 には、

法 第３２ １条の ８第 ３７項 及び令

第 ４８条 の１２ の３ の規定 により

控 除すべ き額を 第１ 項の規 定によ

り 申告納 付すべ き法 人税割 額から

控除する。  

３  内 国法人が、租税特別措置法 第

６ ６条の ９の３ 第４ 項及び 第１０

項 又は第 ６８条 の９ ３の３ 第４項

及 び第１ ０項 の 規定 の適用 を受け

る 場合に は、法 第３ ２１条 の８第

２ ５項及 び令第 ４８ 条の１ ２の３

の 規定に より控 除す べき額 を第１

項 の規定 により 申告 納付す べき法

人税割額から控除する。  

４  内国法人又は外国法人が、外国

の 法人税 等を課 され た場合 には、

法 第３２ １条の ８第 ３８項 及び令

第 ４８条 の１３ の規 定によ り控除

す べき額 を第１ 項の 規定に より申

告 納付す べき法 人税 割額か ら控除

する。  

４  内国法人又は外国法人が、外国

の 法人税 等を課 され た場合 には、

法 第３２ １条の ８第 ２６項 及び令

第 ４８条 の１３ の規 定によ り控除

す べき額 を第１ 項の 規定に より申

告 納付す べき法 人税 割額か ら控除

する。  

５  法第３２１条の８第３４項に規

定 する申 告書（ 同条 第３３ 項 の規

定 による 申告書 を含 む。以 下この

項 におい て同じ 。） に係る 税金を

納 付する 場合に は、 当該税 額に、

当 該税金 に係る 同条 第１項 、第２

項 又は第 ３１項 の納 期限（ 納期限

の 延長が あった とき は、そ の延長

さ れた納 期限と する 。第７ 項第１

号 におい て同じ 。） の翌日 から納

付 の日ま での期 間の 日数に 応じ、

当 該税額 に年１ ４． ６パー セント

（申告書を提出した日（同条第３５

項 の規定 の適用 があ る場合 におい

て 、当該 申告書 がそ の提出 期限前

に 提出さ れたと きは 、当該 提出期

限 ）まで の期間 又は その期 間の末

５  法第３２１条の８第２２項に規

定 する申 告書（ 同条 第２１ 項 の規

定 による 申告書 を含 む。以 下この

項 におい て同じ 。） に係る 税金を

納 付する 場合に は、 当該税 額に、

当 該税金 に係る 同条 第１項 、第２

項 、第４ 項又は 第１ ９項 の 納期限

（ 納期限 の延長 があ ったと きは、

そ の延長 された 納期 限とす る。第

７ 項第１ 号にお いて 同じ。 ）の翌

日 から納 付の日 まで の 期間 の日数

に 応じ、 当該税 額に 年 １４ ．６パ

ー セ ン ト （ 申 告 書 を 提 出 し た 日

（ 同条第 ２３項 の規 定の適 用があ

る 場合に おいて 、当 該申告 書がそ

の 提 出 期 限 前 に 提 出 さ れ た と き

は 、当該 提出期 限） までの 期間又
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日 の翌日 から１ か月 を経過 する日

ま での期 間につ いて は、年 ７ ．３

パ ーセン ト）の 割合 を乗じ て計算

し た金額 に相当 する 延滞金 を加算

し て施行 規則第 ２２ 号の４ 様式に

よ る納付 書によ り納 付しな ければ

ならない。  

は その期 間の末 日の 翌日か ら１か

月 を経過 する日 まで の期間 につい

て は、年 ７．３ パー セント ）の割

合 を乗じ て計算 した 金額に 相当す

る延滞金を加算して施行規則第２２

号 の４様 式によ る納 付書に より納

付しなければならない。  

６  前項の場合において、法人が法

第 ３２１ 条の８ 第１ 項、第 ２項 又

は 第３１ 項に規 定す る申告 書を提

出 した日 （当該 申告 書がそ の提出

期 限前に 提出さ れた 場合に は、当

該 申告書 の提出 期限 ）の翌 日から

１ 年を経 過する 日後 に 同条 第３４

項 に規定 する申 告書 を提出 したと

き は、詐 偽その 他不 正の行 為によ

り 市 民 税 を 免 か れ た 法 人 が 法 第

３ ２１条 の１１ 第１ 項又は 第３項

の 規定に よる更 正が あるべ きこと

を 予知し て当該 申告 書を提 出した

場 合を除 き、当 該１ 年を経 過する

日 の翌日 から当 該申 告書を 提出し

た 日（法 第３２ １条 の８第 ３５項

の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お い

て 、当該 申告書 がそ の提出 期限前

に 提出さ れたと きは 、当該 申告書

の 提出期 限）ま で の 期間は 、延滞

金 の計算 の基礎 とな る期間 から控

除する。  

６  前項の場合において、法人が法

第 ３２１ 条の８ 第１ 項、第 ２項 、

第 ４項又 は第１ ９項 に規定 する申

告 書を提 出した 日（ 当該申 告書が

そ の提出 期限前 に提 出され た場合

に は、当 該申告 書の 提出期 限）の

翌 日から １年を 経過 する日 後に 同

条 第２２ 項に規 定す る申告 書を提

出 したと きは、 詐偽 その他 不正の

行 為によ り市民 税を 免かれ た法人

が 法第３ ２１条 の１ １第１ 項又は

第 ３項の 規定に よる 更正が あるべ

き ことを 予知し て当 該申告 書を提

出 した場 合を除 き、 当該１ 年を経

過 する日 の翌日 から 当該申 告書を

提 出した 日（法 第３ ２１条 の８第

２ ３項の 規定の 適用 がある 場合に

お いて、 当該申 告書 がその 提出期

限 前に提 出され たと きは、 当該申

告 書の提 出期限 ）ま での期 間は、

延 滞金の 計算の 基礎 となる 期間か

ら控除する。  

７  第 ５ 項 の 場 合 に お い て 、 法 第

３ ２１条 の８第 ３４ 項 に規 定する

申 告書（ 以下こ の項 におい て「修

正 申告書 」とい う。 ）の提 出があ

っ たとき （当該 修正 申告書 に係る

市 民税に ついて 同条 第１項 、第２

項 又は第 ３１項 に規 定する 申告書

（ 以下こ の項に おい て「当 初申告

書 」 と い う 。 ） が 提 出 さ れ て お

り 、かつ 、当該 当初 申告書 の提出

に より納 付すべ き税 額を減 少させ

る 更 正 （ こ れ に 類 す る も の を 含

む 。以下 この項 にお いて「 減額更

正 」とい う。） があ った後 に、当

７  第 ５ 項 の 場 合 に お い て 、 法 第

３ ２１条 の８第 ２２ 項 に規 定する

申 告書（ 以下こ の項 におい て「修

正 申告書 」とい う。 ）の提 出があ

っ たとき （当該 修正 申告書 に係る

市 民税に ついて 同条 第１項 、第２

項 、第４ 項又は 第１ ９項 に 規定す

る 申 告 書 （ 以 下 こ の 項 に お い て

「 当初申 告書」 とい う。） が提出

さ れてお り、か つ、 当該当 初申告

書 の提出 により 納付 すべき 税額を

減 少させ る更正 （こ れに類 するも

の を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て

「 減額更 正」と いう 。）が あった
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該 修正申 告書が 提出 された ときに

限 る。） は、当 該修 正申告 書の提

出 により 納付す べき 税額（ 当該当

初 申告書 に係る 税額 （還付 金の額

に 相当す る税額 を含 む。） に達す

る までの 部分に 相当 する税 額に限

る 。）に ついて は、 前項の 規定に

か かわら ず、次 に掲 げる期 間（詐

偽 その他 不正の 行為 により 市民税

を免れた法人が法第３２１条の１１

第 １項又 は第３ 項の 規定に よる更

正 がある べきこ とを 予知し て提出

し た修正 申告書 に係 る市民 税又は

令 第４８ 条の１ ６の ２第３ 項に規

定 する市 民税に あっ ては、 第１号

に 掲げる 期間に 限る 。）を 延滞金

の 計算の 基礎と なる 期間か ら控除

する。  

後 に、当 該修正 申告 書が提 出され

た ときに 限る。 ）は 、当該 修正申

告 書の提 出によ り納 付すべ き税額

（ 当該当 初申告 書に 係る税 額（還

付 金 の 額 に 相 当 す る 税 額 を 含

む 。）に 達する まで の部分 に相当

す る税額 に限る 。） につい ては、

前 項の規 定にか かわ らず、 次に掲

げ る期間 （詐偽 その 他不正 の行為

に より市 民税を 免れ た法人 が法第

３ ２１条 の１１ 第１ 項又は 第３項

の 規定に よる更 正が あるべ きこと

を 予知し て提出 した 修正 申 告書に

係 る市民 税又は 令第 ４８条 の１６

の ２第３ 項に規 定す る市民 税にあ

っ ては、 第１号 に掲 げる期 間に限

る 。）を 延滞金 の計 算の基 礎とな

る期間から控除する。  

（１）  （略）  （１）  （略）  

（ ２）  当 該 減 額更 正の通 知をし

た 日 （ 当 該 減 額 更 正 が 、 更 正 の

請 求 に 基 づ く も の （ 法 人 税 に 係

る 更 正 に よ る も の を 除 く 。 ） で

あ る 場 合 又 は 法 人 税 に 係 る 更 正

（ 法 人 税 に 係 る 更 正 の 請 求 に 基

づ く も の に 限 る 。 ） に よ る も の

で あ る 場 合 に は 、 当 該 減 額 更 正

の 通 知 を し た 日 の 翌 日 か ら 起 算

し て １ 年 を 経 過 す る 日 ） の 翌 日

か ら 当 該 修 正 申 告 書 を 提 出 し た

日 （ 法 第 ３ ２ １ 条 の ８ 第 ３ ５ 項

の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お い

て 、 当 該 修 正 申 告 書 が そ の 提 出

期 限 前 に 提 出 さ れ た と き は 、 当

該 修 正 申 告 書 の 提 出 期 限 ） ま で

の期間  

（ ２）  当 該 減 額更 正の通 知をし

た 日 （ 当 該 減 額 更 正 が 、 更 正 の

請 求 に 基 づ く も の （ 法 人 税 に 係

る 更 正 に よ る も の を 除 く 。 ） で

あ る 場 合 又 は 法 人 税 に 係 る 更 正

（ 法 人 税 に 係 る 更 正 の 請 求 に 基

づ く も の に 限 る 。 ） に よ る も の

で あ る 場 合 に は 、 当 該 減 額 更 正

の 通 知 を し た 日 の 翌 日 か ら 起 算

し て １ 年 を 経 過 す る 日 ） の 翌 日

か ら 当 該 修 正 申 告 書 を 提 出 し た

日 （ 法 第 ３ ２ １ 条 の ８ 第 ２ ３ 項

の 規 定 の 適 用 が あ る 場 合 に お い

て 、 当 該 修 正 申 告 書 が そ の 提 出

期 限 前 に 提 出 さ れ た と き は 、 当

該 修 正 申 告 書 の 提 出 期 限 ） ま で

の期間  

８  （略）  ８  （略）  

 ９  法人税法第８１条の２２第１項

の 規定に より法 人税 に係る 申告書

を 提出す る義務 があ る法人 で同法

第 ８１条 の２４ 第１ 項の規 定の適

用 を受け ている もの が、同 条第４

項 の 規 定 の 適 用 を 受 け る 場 合 に
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は 、当該 法人及 び当 該法人 との間

に 連結完 全支配 関係 （同法 第２条

第 １２号 の７の ７に 規定す る連結

完 全支配 関係を いう 。第５ ０条第

３ 項及び 第５２ 条第 ４項に おいて

同 じ。） がある 連結 子法人 （同法

第 ２条第 １２号 の７ に規定 する連

結 子法人 をいう 。第 ５０条 第３項

及 び 第 ５ ２ 条 第 ４ 項 に お い て 同

じ 。）（ 連結申 告法 人（同 法第２

条 第１６ 号に規 定す る連結 申告法

人 をいう 。第５ ２条 第４項 におい

て 同 じ 。 ） に 限 る 。 ） に つ い て

は 、同法 第８１ 条の ２４第 ４項の

規 定の適 用に係 る当 該申告 書に係

る 連結法 人税額 （法 第３２ １条の

８ 第４項 に規定 する 連結法 人税額

を いう。 以下こ の項 及び第 ５２条

第 ４項に おいて 同じ 。）の 課税標

準 の算定 期間（ 当該 法人の 連結事

業 年度に 該当す る期 間に限 る。第

５ ２条第 ４項に おい て同じ 。）に

限 り、当 該連結 法人 税額に 係る個

別 帰属法 人税額 を課 税標準 として

算 定した 法人税 割額 及びこ れと併

せ て納付 すべき 均等 割額に ついて

は 、当該 連結法 人税 額につ いて法

人 税法第 ８１条 の２ ４第１ 項の規

定 の適用 がな い もの とみな して、

第 １８条 の２の 規定 を適用 するこ

とができる。  

９  法第３２１条の８第６０項に規

定 す る 特 定 法 人 で あ る 内 国 法 人

は 、第１ 項の規 定に より、 納税申

告 書によ り行う こと とされ ている

法 人の市 民税の 申告 につい ては、

同 項の規 定にか かわ らず、 同条第

６ ０項及 び施行 規則 で定め るとこ

ろ により 、納税 申告 書に記 載すべ

き ものと されて いる 事項（ 次項及

び 第１１ 項にお いて 「申告 書記載

事項」という。）を、法第７６２条

第 １号に 規定す る地 方税関 係手続

１０  法 第３２１条の８第４２項に

規 定する 特定法 人で ある内 国法人

は 、第１ 項の規 定に より、 納税申

告 書によ り行う こと とされ ている

法 人の市 民税の 申告 につい ては、

同 項の規 定にか かわ らず、 同条第

４ ２項及 び施行 規則 で定め るとこ

ろ により 、納税 申告 書に記 載すべ

き ものと されて いる 事項（ 次項及

び 第１２ 項にお いて 「申告 書記載

事項」という。）を、法第７６２条

第 １号に 規定す る地 方税関 係手続
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用 電子情 報処理 組織 を使用 し、か

つ 、地方 税共同 機構 （ 第１ １項に

おいて「機構」という。）を経由し

て 行う方 法によ り市 長に提 供する

こ とによ り、行 わな ければ ならな

い。  

用 電子情 報処理 組織 を使用 し、か

つ 、地方 税共同 機構 （第１ ２項に

おいて「機構」という。）を経由し

て 行う方 法によ り市 長に提 供する

こ とによ り、行 わな ければ ならな

い。  

１０  （略）  １１  （略）  

１１  第９項の規定により行われた

同項 の申告は 、申告書 記載事項 が

法第 ７６２条 第１号の 機構の使 用

に係 る電子計 算機（入 出力装置 を

含む 。）に備 えられた ファイル へ

の記 録がされ た時に同 項に規定 す

る市長に到達したものとみなす。  

１２  第１０項の規定により行われ

た同 項の申告 は、申告 書記載事 項

が法 第７６２ 条第１号 の機構の 使

用に 係る電子 計算機（ 入出力装 置

を含 む。）に 備えられ たファイ ル

への 記録がさ れた時に 同項に規 定

す る 市 長 に 到 達 し た も の と み な

す。  

１２  第９項の内国法人が、電気通

信回 線の故障 、災害そ の他の理 由

によ り地方税 関係手続 用電子情 報

処理 組織を使 用するこ とが困難 で

ある と認めら れる場合 で、かつ 、

同項 の規定を 適用しな いで納税 申

告書 を提出す ることが できると 認

めら れる場合 において 、同項の 規

定を 適用しな いで納税 申告書を 提

出す ることに ついて市 長の承認 を

受け たときは 、当該市 長が指定 す

る期 間内に行 う同項の 申告につ い

ては 、前３項 の規定は 、適用し な

い。 法人税法 第７５条 の５第２ 項

の申 請書を同 項に規定 する納税 地

の所 轄税務署 長に提出 した 第９ 項

の内 国法人が 、当該税 務署長の 承

認を 受け、又 は当該税 務署長の 却

下の 処分を受 けていな い旨を記 載

した 施行規則 で定める 書類を、 納

税 申 告 書 の 提 出 期 限 の 前 日 ま で

に、 又は納税 申告書に 添付して 当

該提 出期限ま でに、市 長に提出 し

た場 合におけ る当該税 務署長が 指

定す る期間内 に行う同 項の申告 に

ついても、同様とする。  

１３  第１０項の内国法人が、電気

通信 回線の故 障、災害 その他の 理

由に より地方 税関係手 続用電子 情

報処 理組織を 使用する ことが困 難

で あ る と 認 め ら れ る 場 合 で 、 か

つ、 同項の規 定を適用 しないで 納

税申 告書を提 出するこ とができ る

と認 められる 場合にお いて、同 項

の規 定を適用 しないで 納 税申告 書

を提 出するこ とについ て市長の 承

認を 受けたと きは、当 該市長が 指

定す る期間内 に行う同 項の申告 に

つい ては、前 ３項の規 定は、適 用

しな い。法人 税法 第７ ５条の４ 第

２項 の申請書 を同項に 規定する 納

税地の所轄税務署長に提出した第１０

項の 内国法人 が、当該 税務署長 の

承認 を受け、 又は当該 税務署長 の

却下 の処分を 受けてい ない旨を 記

載し た施行規 則で定め る書類を 、

納税 申告書の 提出期限 の前日ま で

に、 又は納税 申告書に 添付して 当

該提 出期限ま でに、市 長に提出 し

た場 合におけ る当該税 務署長が 指

定す る期間内 に行う同 項の申告 に

ついても、同様とする。  

１３  （略）  １４  （略）  
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１４  第１２項の規定の適用を受け

てい る内国法 人は、 第 ９項の申 告

につ き第１２ 項 の規定 の適用を 受

け る こ と を や め よ う と す る と き

は、 その旨そ の他施行 規則で定 め

る事 項を記載 した届出 書を市長 に

提出しなければならない。  

１５  第１３項の規定の適用を受け

てい る内国法 人は、 第 １０項の 申

告に つき第１ ３項 の規 定の適用 を

受け ることを やめよう とすると き

は、 その旨そ の他施行 規則で定 め

る事 項を記載 した届出 書を市長 に

提出しなければならない。  

１５  第 １２項前段の規定の適用を

受 けてい る内国 法人 につき 、法 第

３ ２１条 の８第 ６９ 項の処 分又は

前 項の届 出書の 提出 があっ たとき

は 、これ らの処 分又 は届出 書の提

出 があっ た日の 翌日 以後の 第１２

項 前段の 期間内 に行 う 第９ 項の申

告 につい ては、 第１ ２項前 段の規

定 は、適 用しな い。 ただし 、当該

内 国法人 が、同 日以 後新た に同項

前 段の承 認を受 けた ときは 、この

限りでない。  

１６  第 １３項前段の規定の適用を

受 けてい る内国 法人 につき 、法 第

３ ２１条 の８第 ５１ 項の処 分又は

前 項の届 出書の 提出 があっ たとき

は 、これ らの処 分又 は届出 書の提

出 があっ た日の 翌日 以後の 第１３

項 前段の 期間内 に行 う 第１ ０項の

申 告につ いては 、 第 １３項 前段の

規 定は、 適用し ない 。ただ し、当

該 内国法 人が、 同日 以後新 たに同

項 前段の 承認を 受け たとき は、こ

の限りでない。  

１６  第１２項後段の規定の適用を

受けている内国法人につき、第１４

項の 届出書の 提出又は 法人税法 第

７５ 条の５第 ３項若し くは第６ 項

の処 分があっ たときは 、これら の

届出 書の提出 又は処分 があった 日

の翌 日以後の 第１２項 後段 の期 間

内 に 行 う 第 ９ 項 の 申 告 に つ い て

は、 第１２項 後段 の規 定は、適 用

し な い 。 た だ し 、 当 該 内 国 法 人

が、 同日以後 新たに同 項後段の 書

類を 提出した ときは、 この限り で

ない。  

１７  第１３項後段の規定の適用を

受けている内国法人につき、第１５

項の 届出書の 提出又は 法人税法 第

７５ 条の４第 ３項若し くは第６ 項

（同 法第８１ 条の２４ の３第２ 項

にお いて準用 する場合 を含む。 ）

の処 分があっ たときは 、これら の

届出 書の提出 又は処分 があった 日

の翌 日以後の 第１３項 後段 の期 間

内に 行う第１ ０項 の申 告につい て

は、 第１３項 後段 の規 定は、適 用

し な い 。 た だ し 、 当 該 内 国 法 人

が、 同日以後 新たに同 項後段の 書

類を 提出した ときは、 この限り で

ない。  

 第２条中第５０条の改正を次のように改める。  

（ 法人の 市民税 に係 る不足 税額の

納付の手続）  

（ 法人の 市民税 に係 る不足 税額の

納付の手続）  

第５０条  （略）  第５０条  （略）  

２  前 項の場合においては、その不

足 税 額 に 法 第 ３ ２ １ 条 の ８ 第 １

項、 第２項 又 は第３１ 項 の納期 限

（同 条第３５ 項 の申告 納付に係 る

２  前 項の場合においては、その不

足 税 額 に 法 第 ３ ２ １ 条 の ８ 第 １

項、 第２項 、 第４項又 は第１９ 項

の納 期限（ 同 条第２３ 項 の申告 納
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法人 税割に係 る不足税 額がある 場

合に は、同条 第１項 又 は第２項 の

納期 限とし、 納期限の 延長があ っ

た場 合には、 その延長 された納 期

限と する。第 ４項第１ 号におい て

同じ 。）の翌 日から納 付の日ま で

の期 間の日数 に応じ、 年１４． ６

パー セント（ 前項の納 期限まで の

期間 又は当該 納期限の 翌日から １

か月 を経過す る日まで の期間に つ

いて は、年７ ．３パー セント） の

割合 を乗じて 計算した 金額に相 当

する 延滞金額 を加算し て納付し な

ければならない。  

付に 係る法人 税割に係 る不足税 額

があ る場合に は、同条 第１項 、 第

２項 又は第４ 項 の納期 限とし、 納

期限 の延長が あった場 合には、 そ

の延 長された 納期限と する。第 ４

項第 １号にお いて同じ 。）の翌 日

から 納付の日 までの期 間の日数 に

応じ 、年１４ ．６パー セント（ 前

項の 納期限ま での期間 又は当該 納

期 限 の 翌 日 か ら １ 月 を 経 過 す

る日までの期間については、年７．３

パー セント） の割合を 乗じて計 算

した 金額に相 当する延 滞金額を 加

算して納付しなければならない。  

３ 前項の場合において、法第３２１

条の １１第１ 項又は第 ３項の規 定

によ る更正の 通知をし た日が法 第

３２ １条の８ 第１項、 第２項 又 は

第３ １項に規 定する申 告書を提 出

した 日（当該 申告書が その提出 期

限前 に提出さ れた場合 には、当 該

申告 書の提出 期限）の 翌日から １

年を 経過する 日後であ るときは 、

詐偽 その他不 正行為に より市民 税

を免 れた場合 を除き、 当該１年 を

経過 する日の 翌日から 当該通知 を

した 日（法人 税に係る 修正申告 書

を提 出し、又 は法人税 に係る更 正

若し くは決定 がされた ことによ る

更正 に係るも のにあっ ては、当 該

修正 申告書を 提出した 日又は国 の

税務 官署が更 正若しく は決定の 通

知を した日） までの期 間は、延 滞

金の 計算の基 礎となる 期間から 控

除する。  

３ 前項の場合において、法第３２１

条の １１第１ 項又は第 ３項の規 定

によ る更正の 通知をし た日が法 第

３２ １条の８ 第１項、 第２項 、 第

４項 又は第１ ９項 に規 定する申 告

書を 提出した 日（当該 申告書が そ

の提 出期限前 に提出さ れた場合 に

は、 当該申告 書の提出 期限）の 翌

日か ら１年を 経過する 日後であ る

とき は、詐偽 その他不 正行為に よ

り市 民税を免 れた場合 を除き、 当

該１ 年を経過 する日の 翌日から 当

該通 知をした 日（法人 税に係る 修

正申 告書を提 出し、又 は法人税 に

係る 更正若し くは決定 がされた こ

と（ 同条第２ 項又は第 ４項に規 定

する 申告書を 提出すべ き法人が 連

結子 法人の場 合に は、 当該連結 子

法人 との間に 連結完全 支配関係 が

ある 連結親法 人（法人 税法第２ 条

第１ ２号の６ の７に規 定する連 結

親法 人をいう 。以下こ の項にお い

て同 じ。）若 しくは連 結完全支 配

関係 があった 連結親法 人が法人 税

に係 る修正申 告書を提 出し、又 は

法人 税に係る 更正若し くは決定 を

受け たこと。 次項第２ 号におい て

同じ 。）によ る更正に 係るもの に

あっ ては、当 該修正申 告書を提 出
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した 日又は国 の税務官 署が更正 若

しく は決定の 通知をし た日）ま で

の期 間は、延 滞金の計 算の基礎 と

なる期間から控除する。  

４  第２項の場合において、納付す

べ き税額 を増加 させ る更正 （これ

に 類する ものを 含む 。以下 この項

において「増額更正」という。）が

あ ったと き（当 該増 額更正 に係る

市 民税に ついて 法第 ３２１ 条の８

第 １項、 第２項 又は 第３１ 項に規

定 する申 告書（ 以下 この項 におい

て「当初申告書」という。）が提出

さ れてお り、か つ、 当該当 初申告

書 の提出 により 納付 すべき 税額を

減 少させ る更正 （こ れに類 するも

の を 含 む 。 以 下 こ の 項 に お い て

「減額更正」という。）があった後

に 、当該 増額更 正が あった ときに

限る。）は、当該増額更正により納

付 すべき 税額（ 当該 当初申 告書に

係 る税額 （還付 金の 額に相 当する

税額を含む。）に達するまでの部分

に相当する税額に限る。）について

は 、前項 の規定 にか かわら ず、次

に 掲げる 期間（ 詐偽 その他 不正の

行 為によ り市民 税を 免れた 法人に

つ いてさ れた当 該増 額更正 により

納 付すべ き市民 税又 は令 第 ４８条

の １５の ４第４ 項に 規定す る市民

税 にあっ ては、 第 １ 号に掲 げる期

間に限る。）を延滞金の計算の基礎

となる期間から控除する。  

４  第２項の場合において、納付す

べ き税額 を増加 させ る更正 （これ

に 類する ものを 含む 。以下 この項

において「増額更正」という。）が

あ ったと き（当 該増 額更正 に係 る

市 民税に ついて 法第 ３２１ 条の８

第１項、第２項、第４項又は第１９

項 に規定 する申 告書 （以下 この項

において「当初申告書」という。）

が 提出さ れてお り、 かつ、 当該当

初 申告書 の提出 によ り納付 すべき

税 額を減 少させ る更 正（こ れに類

す るもの を含む 。以 下この 項にお

いて「減額更正」という。）があっ

た 後に、 当該増 額更 正があ ったと

きに限る。）は、当該増額更正によ

り 納付す べき税 額（ 当該当 初申告

書 に係る 税額（ 還付 金の額 に相当

する税額を含む。）に達するまでの

部分に相当する税額に限る。）につ

い て は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら

ず 、次に 掲げる 期間 （詐偽 その他

不 正の行 為によ り市 民税を 免れた

法 人につ いてさ れた 当該増 額 更正

に より納 付すべ き市 民税又 は令 第

４ ８条の １５の ５第 ４項に 規定す

る 市民税 にあっ ては 、第 １ 号に掲

げる期間に限る。）を延滞金の計算

の基礎となる期間から控除する。  

（１）・（２）  （略）  （１）・（２）  （略）  

 第２条中第５２条の改正を次のように改める。  

（ 法人の 市民税 に係 る納期 限の延

長の場合の延滞金）  

（ 法人の 市民税 に係 る納期 限の延

長の場合の延滞金）  

第５２条  （略）  第５２条  （略）  

２  （略）  ２  （略）  

３  第５０条第４項の規定は、第１

項 の延滞 金額に つい て準用 する。

こ の場合 におい て、 同条第 ４項中

３  第５０条第４項の規定は、第１

項 の延滞 金額に つい て準用 する。

こ の場合 におい て、 同条第 ４項中
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「 前項の 規定に かか わらず 、次に

掲 げる期 間（詐 偽そ の他不 正の行

為 により 市民税 を免 れた法 人につ

い てされ た当該 増額 更正に より納

付 すべき 市民税 又は 令 第４ ８条の

１ ５の４ 第４項 に規 定する 市民税

に あって は、第 １号 に掲げ る期間

に限る。）」とあるのは、「当該当初

申 告書の 提出に より 納付す べき税

額 の納付 があっ た日 （その 日が第

５ ２条第 １項の 法人 税額の 課税標

準 の算定 期間の 末日 の翌日 以後 ２

か 月を経 過した 日よ り前で ある場

合 には、 同日） から 同条第 １項の

申 告書の 提出期 限ま での期 間」と

読み替えるものとする。  

「 前項の 規定に かか わらず 、次に

掲 げる期 間（詐 偽そ の他不 正の行

為 により 市民税 を免 れた法 人につ

い てされ た当該 増額 更正に より納

付 すべき 市民税 又は 令 第４ ８条の

１ ５の５ 第４項 に規 定する 市民税

に あって は、第 １号 に掲げ る期間

に限る。）」とあるのは、「当該当初

申 告書の 提出に より 納付す べき税

額 の納付 があっ た日 （その 日が第

５ ２条第 １項の 法人 税額の 課税標

準 の算定 期間の 末日 の翌日 以後 ２

か 月を経 過した 日よ り前で ある場

合 には、 同日） から 同条第 １項の

申 告書の 提出期 限ま での期 間 」と

読み替えるものとする。  

 ４  法 人税法第８１条の２２第１項

の規 定により 法人税に 係る申告 書

を提 出する義 務がある 法人で同 法

第８ １条の２ ４第１項 の規定の 適

用を 受けてい るもの及 び当該法 人

との 間に連結 完全支配 関係があ る

連 結 子 法 人 （ 連 結 申 告 法 人 に 限

る。 ）は、当 該申告書 に係る連 結

法人 税額の課 税標準の 算定期間 で

そ の 適 用 に 係 る も の の 連 結 所 得

（同 法第２条 第１８号 の４に規 定

する 連結所得 をいう。 ）に対す る

連結 法人税額 に係る個 別帰属法 人

税額 を課税標 準として 算定した 法

人税 割額及び これと併 せて納付 す

べ き 均 等 割 額 を 納 付 す る 場 合 に

は、 当該税額 に、当該 連結法人 税

額の 課税標準 の算定期 間の末日 の

翌日 以後２か 月を経過 した日か ら

同項 の規定に より延長 された当 該

申告 書の提出 期限まで の期間の 日

数に 応じ、年 ７．３パ ーセント の

割合 を乗じて 計算した 金額に相 当

する 延滞金額 を加算し て納付し な

ければならない。  

 ５  第 ４８条第７項の規定は、前項

の延 滞金額に ついて準 用する。 こ
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の 場 合 に お い て 、 同 条 第 ７ 項 中

「前 項の規定 にかかわ らず、次 に

掲げ る期間（ 詐偽その 他不正の 行

為に より市民 税を免れ た法人が 法

第３ ２１条の １１ 第１ 項又は第 ３

項の 規定によ る更正が あるべき こ

とを 予知して 提出した 修正申告 書

に係る市民税又は令第４８条の１６

の２ 第３項に 規定する 市民税に あ

って は、第１ 号に掲げ る期間に 限

る。 ）」とあ るのは、 「当該当 初

申告 書の提出 により納 付すべき 税

額の納付があった日（その日が第５２

条第 ４項の連 結法人税 額の課税 標

準の 算定期間 の末日の 翌日以後 ２

か月 を経過し た日より 前である 場

合に は、同日 ）から第 ５２条第 ４

項 の 申 告 書 の 提 出 期 限 ま で の 期

間」と読み替えるものとする。  

 ６  第 ５０条第４項の規定は、第４

項の 延滞金額 について 準用する 。

この 場合にお いて、同 条第４項 中

「前 項の規定 にかかわ らず、次 に

掲げ る期間（ 詐偽その 他不正の 行

為に より市民 税を免れ た法人に つ

いて された当 該増額更 正により 納

付す べき市民 税又は令 第４８条 の

１５ の５第４ 項に規定 する市民 税

にあ っては、 第１号に 掲げる期 間

に限 る。）」 とあるの は、「当 該

当初 申告書の 提出によ り納付す べ

き税 額の納付 があった 日（その 日

が第 ５２条第 ４項の連 結法人税 額

の課 税標準の 算定期間 の末日の 翌

日以 後２か月 を経過し た日より 前

であ る場合に は、同日 ）から同 条

第４ 項の申告 書の提出 期限まで の

期間」と読み替えるものとする。  

第２条中附則第３条の２の改正の次に次のように加える。  

（納期限の延長に係る延滞金の特

例）  

（納期限の延長に係る延滞金の特

例）  

第４条  当 分の間、日本銀行法（平 第４条  当 分の間、日本銀行法（平
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成９年法律第８９号）第１５条第

１項（第１号に係る部分に限る。）

の規定により定められる商業手形

の基準割引率が年 ５．５パーセン

トを超えて定められる日からその

後年５．５パーセント以下に定め

られる日の前日までの期間（当該

期間内に前条第２項の規定により

第５２条第１項に規定する延滞金

の割合を前条第２項に規定する加

算した割合とする年に含まれる 期

間がある場合には、当該期間を除

く。以下この項において「特例期

間」という。）内（法人税法第７５

条の２第１項（同法第 １４４条の

８において準用する場合を含む。）

の規定により延長された法第３２１

条の８第１項に規定する申告書の

提出期限が当該年 ５．５パーセン

ト以下に定められる日以後に到来

することとなる市民税に係る申告

基準日が特例期間内に到来する場

合における当該市民税に係る第５２

条 の 規 定 に よ る 延 滞 金 に つ い て

は、当該年 ５．５パーセントを超

えて定められる日から当該延長さ

れた申告書の提出期限までの期間

内）は、特例期間内にその申告基

準日の到来する市民税に係る第５２

条第１項及び第４項に規定する延

滞金の年７．３パーセントの割合

は、これらの規定及び前条第 ２項

の規定にかかわらず、当該年７．３

パーセントの割合と当該申告基準

日における当該商業手形の基準割

引率のうち年５．５パーセントの

割合を超える部分の割合を年０．２５

パーセントの割合で除して得た数

を年０．７３パーセントの割合に

乗じて計算した割合とを合算した

割 合 （ 当 該 合 計 し た 割 合 が 年

１２．７７５パーセントの割合を

超える場合には、年１２．７７５

成９年法律第８９号）第１５条第

１項（第１号に係る部分に限る。）

の規定により定められる商業手形

の基準割引率が年 ５．５パーセン

トを超えて定められる日からその

後年５．５パーセント以下に定め

られる日の前日までの期間（当該

期間内に前条第２項の規定により

第５２条第１項及び第 ４項に規定

する延滞金の割合を前条第 ２項に

規定する加算した割合とする年 に

含まれる期間がある場合には、当

該期間を除く。以下この項におい

て「特例期間」という。）内（法人

税法第７５条の２第１項（同法第

１４４条の８において準用する場

合を含む。）の規定により延長され

た法第３２１条の８第１項に規定

する申告書の提出期限 又は法人税

法第８１条の２４第１項の規定に

より延長された法第３２１条の８

第４項に規定する申告書の提出期

限が当該年５．５パーセント以下

に定められる日以後に到来するこ

ととなる市民税に係る申告基準日

が特例期間内に到来する場合にお

ける当該市民税に係る第５２条の

規定による延滞金については 、当

該年５．５パーセントを超えて定

められる日から当該延長された申

告 書 の 提 出 期 限 ま で の 期 間 内 ）

は、特例期間内にその申告基準日

の到来する市民税に係る第 ５２条

第１項及び第４項に規定する延滞

金 の 年 ７ ． ３ パ ー セ ン ト の 割 合

は、これらの規定及び前条第 ２項

の規定にかかわらず、当該年７．３

パーセントの割合と当該申告基準

日における当該商業手形の基準割

引率のうち年５．５パーセントの

割合を超える部分の割合を年０．２５

パーセントの割合で除して得た数

を年０．７３パーセントの割合に
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パーセントの割合）とする。  乗じて計算した割合とを合算した

割 合 （ 当 該 合 計 し た 割 合 が 年

１２．７７５パーセントの割合を

超える場合には、年１２．７７５

パーセントの割合）とする。  

２  前 項 に 規 定 す る 申 告 基 準 日 と

は、法人税額の課税標準の算定期

間の末日後 ２月を経過した日の前

日（その日が民法第１４２条に規

定する休日、土曜日又は１２月２９

日、同月３０日若しくは同月３１

日に該当するときは、これらの日

の翌日）をいう。  

２  前 項 に 規 定 す る 申 告 基 準 日 と

は、法人税額の課税標準の算定期

間又は法第３２１条の８第４項に

規定する連結法人税額の課税標準

の算定期間 の末日後２月を経過し

た日の前日（その日が民法第１４２

条に規定する休日、土曜日又は１２

月２９日、同月３０日若しくは同

月３１日に該当するときは、これ

らの日の翌日）をいう。  

附 則  

（施行期日）  

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲

げる規定は、当該各号に掲げる日から施行する。  

（１）  第１条中羽生市税条例附則第５条の２の改正  令和４年１

月１日  

（２）  第１条中羽生市税条例第２４条第２項及び第３６条の３の

３第１項の改正並びに同条例附則第５条第１項の改正並びに次条

の規定 令和６年１月１日  

（３）  第１条中羽生市税条例附則第１３条の２第２５項の改正

（同項を同条第２６項とする部分を除く。）及び附則第３条の規

定  産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和３年法

律第○号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日  

（４）  第１条中羽生市税条例附則第１３条の２第２５項を同条第

２６項とし、同条第２４項を同条第２５項とし、同条第２３項の

次に１項を加える改正（第２４項に係る部分に限る。）  特定都

市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第

○号）の施行の日  
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（市民税に関する経過措置）  

第２条 第１条の規定による改正後の羽生市税条例（以下「新条例」

という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後

の年度分の個人の市民税について適用し、令和５年度分までの個人

の市民税については、なお従前の例による。  

（固定資産税に関する経過措置）  

第３条 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）

の施行の日から令和３年３月３１日までの期間（以下この項におい

て「適用期間」という。）内に地方税法等の一部を改正する法律

（令和３年法律第７号。次項において「改正法」という。）第１条

の規定による改正前の地方税法附則第６４条に規定する中小事業者

等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条

に規定する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に

規定する家屋及び構築物（中小事業者等が、同条に規定するリース

取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約に

より家屋及び構築物を引き渡して使用させる事業を行う者が適用期

間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する家屋及び構

築物を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合におけ

る当該家屋及び構築物を含む。）に対して課する固定資産税につい

ては、なお従前の例による。  

２ 新条例附則第１３条の２第２６項の規定は、令和３年４月１日以

後に改正法第１条の規定による改正後の地方税法附則第６４条に規

定する中小事業者等（以下この項において「中小事業者等」とい

う。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この項において同

じ。）をした同条に規定する特例対象資産（以下この項において

「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、同条に規定するリー

ス取引（以下この項において「リース取引」という。）に係る契約

により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が当該特
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例対象資産のうち、機械及び装置、工具、器具及び備品並びに同条

に規定する建物附属設備にあっては生産性向上特別措置法の施行の

日以後、家屋及び構築物にあっては地方税法等の一部を改正する法

律（令和２年法律第２６号）の施行の日以後に取得をした同条に規

定する先端設備等に該当する特例対象資産を、令和３年４月１日以

後にリース取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資

産を含む。）に対して課する附則第１条第３号に掲げる規定の施行

の日の属する年の翌年の１月１日（当該施行の日が１月１日である

場合には、同日）を賦課期日とする年度以後の年度分の固定資産税

について適用する。  

令和３年６月２日提出 

             埼玉県羽生市長 河  田 晃  明    


